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１．０～ 10人 　₆2 5₃.₄
２．11 ～ 20人 　20 ₁₇.2
３．21 ～ 30人 　　₇ 　₆.0
４．31 ～ 40人 　　₆ 　5.2
５．41 ～ 50人 　　₈ 　₆.₉
６．51 ～ 100人 　　₇ 　₆.0










県名 回答数 ％ 県名 回答数 ％
岡山県 ₆₇ 5₆.₈ 山口県 　　₆ 　　5.₁
広島県 ₃₈ ₃2.2 福岡県 　　2 　　₁.₇
島根県 　2 　₁.₇ 未記入 　　₁ －






































































































































項　目 平均 ５ ４ ３ ２ １ 未
１． 意思決定を誤れば，法人に悪い評価を及ぼす緊張感があること ₄.₁₄ 5₁ ₄₄ ₁5 　₄ 　₄ 　　₁
２．数値目標（ノルマ）に追われている緊張感があること 2.₇₁ 　₄ 2₉ ₃₉ 22 25 　　0
３．主務官庁から運営上の指導監督を受ける緊張感があること ₃.₈₆ ₃₃ ₄₆ ₃₃ 　₄ 　₃ 　　0
４．従業員間で，仕事の失敗が許されない緊張感があること 2.₉2 　₇ 2₃ ₄₇ ₃5 　₆ 　　₁
５．財政支援者から経営上の要求を受ける緊張感があること 2.₇₄ ₁5 2₆ 2₃ 2₃ ₃2 　　0
６． （類似団体の不祥事に伴う）世間からの偏見による緊張感があること 2.₆₇ ₁₃ ₁₈ 2₉ ₃5 2₄ 　　0
７．受益者からの苦情を警戒している緊張感があること ₃.₁₃ ₁5 ₃₃ ₃₇ 20 ₁₄ 　　0
８．いつも時間に追われている緊張感があること ₃.05 ₁0 2₉ ₄₇ 2₃ ₁0 　　0
９．経営が景気動向に大きく影響を受ける緊張感があること 2.₈5 ₁₁ 2₃ ₃₈ ₃₁ ₁₆ 　　0
10．従業員間の関係は，よそよそしく何か緊張感があること 2.02 　0 　₄ 2₉ ₄₉ ₃5 　　2




















項　目 平均 ５ ４ ３ ２ １ 未
１． 専門従業員の採用が出来ず，事業の品質を保てない危機感がある
こと
2.₉₁ ₁5 ₃0 25 25 2₃ 　　₁
２． 経験豊富な従業員頼みになっており，事業承継に危機感があること ₃.2₇ ₁₃ ₄₉ 2₉ ₁₃ ₁5 　　0
３． 事業の必要性を否定されており，法人の存続に危機感があること 2.02 　₃ 　₆ 2₇ ₃₆ ₄₆ 　　₁
４．将来を託せる若手の育成が進まない危機感があること ₃.2₁ ₁₈ ₃₇ ₃0 20 ₁₄ 　　0
５．競合者に仕事を奪われる危機感があること 2.2₈ 　₆ ₁₇ 2₄ 2₉ ₄₃ 　　0
６．民間事業者が行うマネジメントとの違いに危機感があること 2.₄₄ 　5 20 ₃₁ 2₉ ₃₄ 　　0
７．財政支援者から支援を打ち切られる危機感があること 2.5₁ ₁0 20 25 2₈ ₃5 　　₁
８．財源が不足し，事業を存続できない危機感があること ₃.00 ₁₄ ₃₁ ₃₃ 2₃ ₁₈ 　　0
９．受益者が年々減少しており，事業の存続に危機感があること 2.₉₇ ₁₄ 2₈ ₃₃ 2₈ ₁₆ 　　0
10．人手不足が慢性的で，事業を維持できない危機感があること 2.₆0 　₇ 22 2₈ ₄0 22 　　0

















項　目 平均 ５ ４ ３ ２ １ 未
１．少数の声へも耳を傾け，多様な意見を吸収していること ₃.₇₃ 20 5₆ ₃₄ 　₆ 　2 　　₁
２．積極的に多様な情報を取り入れようとしていること ₃.₈₁ 2₇ 55 25 　₈ 　₃ 　　₁
３．事業化するうえで，多様な世代の考えを取り込むこと ₃.₃5 ₁₄ ₄₆ ₃₃ ₁5 　₉ 　　2
４．従業員同士，多様な考え方があることを理解していること ₃.₄₈ 2₁ ₄₁ ₃5 ₁₆ 　5 　　₁
５． 事業へのニーズが，多様に変化することを前提に考えていること ₃.₄₇ 25 ₄0 2₉ ₁₄ ₁0 　　₁
６． 多くの事業は，不特定多数の利益増進に多様な形で寄与している
こと
₃.₇0 2₈ ₄₇ 2₉ 　₈ 　₆ 　　₁
７． 多様な新技術（ノウハウ・OA化・設備更新）の導入があること ₃.0₁ ₁0 ₃0 ₄₁ 2₃ ₁₃ 　　2
８．タイプ（性格）の異なる多様な従業員が在籍していること ₃.0₃ ₁₃ ₃₄ ₃2 22 ₁₇ 　　₁
９．外部からの意見を尊重し，多様に事業へ反映させていること ₃.₃₆ ₁2 ₄₄ ₄₄ ₁0 　₈ 　　₁
10．従業員から，仕事に対する多様な提言があること 2.₉₆ 　₇ ₃₁ ₄₄ 22 ₁₄ 　　₁





















項　目 平均 ５ ４ ３ ２ １ 未
１． 突発的な仕事の指示により，従業員の計画性が不安定になること 2.76 ₆ 2₁ ₃₉ ₄₁ ₁0 　　2
２． 新たなニーズに追い付けず，事業の推進が不安定になること 2.53 ₁ ₁₉ ₄2 ₃₆ 20 　　₁
３． 定期的な所属長の入れ替えにより，職場の雰囲気が不安定になる
こと
2.25 ₃ ₁₃ 2₈ ₃₉ ₃₄ 　　2
４． 無理な組織目標の設定により，従業員の意欲が不安定になること 1.87 ₁ 2 ₁₈ 5₆ ₄0 　　2
５．採算の合わない事業が存在し，経営状況が不安定になること 2.29 5 ₁₃ 2₆ ₄0 ₃₃ 　　2
６． 仕事の指示に曖昧さがあり，従業員の判断が不安定になること 2.33 ₄ ₁₃ 2₆ ₄₉ 25 　　2
７． 定期的に責任権限の変更を行い，職場の統制が不安定になること 1.75 0 　₄ ₁₆ ₄₄ 5₃ 　　2
８． 蓄積された情報が膨大なため，組織の判断が不安定になること 2.08 ₁ 　₇ 22 5₆ ₃0 　　₃
９． 新しい問題の投げ掛けにより，従業員の思考が不安定になること 2.23 2 ₁2 2₈ ₄₃ ₃₁ 　　₃
10． ジョブローテーションにより，従業員の意識が不安定になること 1.93 ₁ 　₆ 22 ₄2 ₄5 　　₃
11． 組織方針の頻繁な見直しにより，従業員の行動が不安定になること 1.81 ₃ 　₃ ₁₃ ₄₈ 50 　　2
12． 上位者の考え方がよく変わり，従業員の対応が不安定になること 2.00 2 　₆ 22 ₄₆ ₄0 　　₃




















項　目 平均 ５ ４ ３ ２ １ 未
１．規則によって，従業員は，日常的に上司の指示を受けること ₃.₃₃ 25 ₃₄ 25 2₁ ₁2 　　2
２． 規則によって，部下は，上司に仕事上の報告を確実にすること ₃.5₃ ₃₁ ₃₆ 2₃ ₁₈ 　₉ 　　2
３．規則によって，各従業員に，専門性の発揮を求めていること 2.₉₇ ₁5 2₃ ₃₈ 2₆ ₁5 　　2
４． 規則によって，決裁（専決）経路が，絶えず強調されていること ₃.2₉ 2₇ 2₆ 2₈ 2₄ ₁₁ 　　₃
５． 規則によって，許可なく仕事を離れることが認められないこと ₃.₁₃ 2₆ ₁₉ ₃2 22 ₁₇ 　　₃
６．規則によって，従業員の勤務評定を定期的に行うこと 2.5₈ ₁₄ ₁₆ 2₄ ₃₁ ₃₁ 　　₃
７． 規則によって，各従業員は，やるべき明確な仕事を持っていること ₃.₉₁ ₃₆ 5₁ ₁₈ 　₇ 　5 　　2
８．規則によって，従業員個々の裁量は，ほとんど生じないこと 2.₆₉ 　5 ₁₆ ₄₈ ₃2 ₁5 　　₃
９．規則によって，部下は，上司の指示に服従していること ₃.0₁ ₁₄ 2₆ ₃₇ 2₃ ₁5 　　₄
10． 規則によって，１つの仕事を複数の人間で確認していること ₃.₃2 20 ₃₈ 2₄ ₃0 　5 　　2
11． 規則によって，仕事は，いつでも手順を踏まなければならないこと ₃.₃0 ₁₆ ₃₆ ₃₈ ₁₉ 　₇ 　　₃
12．規則によって，従業員の規則違反を絶えずチェックすること 2.₆0 ₁0 ₁₃ ₃₆ ₃₆ 22 　　2
13．規則によって，逆に仕事の進行が遅くなること（R） ₃.5₈ 25 ₃₆ ₃₇ ₁5 　2 　　₄
14． 規則によって，従業員は，同じ仕事を同じやり方で行っていること ₃.₁₁ ₁₁ ₃₆ ₃₆ 2₁ ₁2 　　₃
15． 規則によって，例外事項が発生した場合，部下は上司に相談すること ₃.₈₇ ₄2 ₃₈ 2₄ 　₆ 　₇ 　　2
16．規則によって，どの職場にもマニュアルを設置すること 2.₉₁ ₁5 2₃ ₃₄ 2₄ 20 　　₃




















項　目 平均 ５ ４ ３ ２ １ 未
１． 予算は，理事会の決議によって有効になるとの認識が強いこと ₄.₄₈ ₇₆ 2₈ 　₉ 　5 　0 　　₁
２．予算は，厳格に守られるべきとの考えが浸透していること ₃.₈₇ ₄0 ₃5 ₃2 ₁0 　₁ 　　₁
３． 予算は，節約により執行に残額が生じれば，高い評価がされること 2.₃₉ ₆ ₁0 ₄0 ₃0 ₃2 　　₁
４．予算は，特定の使途以外で執行してはならないこと ₃.₈₃ ₄₃ ₃₄ 2₃ ₁₄ 　₄ 　　₁
５．予算は，必要があれば，科目間の流用を弾力的に行うこと ₃.₆₈ 2₇ 5₁ 2₃ 　₉ 　₈ 　　₁
６．予算は，現場からの要望に応じて策定されていること ₃.5₈ 20 ₄₉ ₃₁ ₁₃ 　₄ 　　2
７．予算は，使い切れば，事業の中止を検討せざるを得ないこと（R） ₃.₄₉ 25 ₃₆ ₃5 ₁₃ 　₈ 　　2
８．予算は，担当者に執行する権限を与えていること（R） 2.₇₉ ₁2 20 ₃0 ₄₃ ₁₃ 　　₁
９．予算は，従業員の行動指標であり，仕事を円滑にすること ₃.₁5 ₁₃ ₃5 ₃₆ 22 ₁₁ 　　2
10．予算は，目安であり，拘束性はそれほど強くないこと（R） ₃.22 ₁₉ 2₄ ₄₁ 2₈ 　₄ 　　₃



















項　目 平均 ５ ４ ３ ２ １ 未
１．上司は，部下に敬意を払っている雰囲気があること ₃.₆₈ ₁5 55 ₃₉ 　₃ 　2 　　5
２． 仕事に失敗した場合，言い訳を並び立てる雰囲気があること（R） ₃.₇5 2₇ ₄5 ₃₁ 　₉ 　2 　　5
３． 苦情があった場合，担当者以外は無関心を装う雰囲気があること（R） ₃.₉₁ ₃₁ 50 25 　₈ 　0 　　5
４．新しい仕事へも積極的に挑戦する雰囲気があること ₃.₃₈ ₁5 ₃5 ₄₇ ₁2 　5 　　5
５．自らの責任を自覚して仕事をする雰囲気があること ₃.₉₆ 2₉ 55 2₆ 　₄ 　0 　　5
６． 誰かが困っていれば，周囲の者は助けようとする雰囲気があること ₃.₉₃ 25 ₆₃ 20 　5 　₁ 　　5
７．常に改善意識を持って仕事を行う雰囲気があること ₃.5₄ ₁₇ ₄2 ₄2 ₁₁ 　2 　　5
８．何かあれば，他人に任せればよいとの雰囲気があること（R） ₃.₈₇ 2₉ 5₁ 2₄ ₁0 　0 　　5
９． 部下が上司に対して，仕事の相談をしにくい雰囲気があること（R） ₃.₈₁ ₃₃ ₄0 2₉ ₁0 　2 　　5
10． 与えられた仕事以外にも，積極的に行おうとする雰囲気があること ₃.₃0 ₁0 ₃5 ₄₉ ₁₉ 　₁ 　　5
11．困難な状況から逃げず，解決策を模索する雰囲気があること ₃.5₈ 20 ₃₇ ₄5 ₁0 　₁ 　　₆
12． 従業員相互に，他人の仕事を理解しようとする雰囲気があること ₃.5₆ ₁₈ ₄5 ₃₆ ₁0 　₄ 　　₆



















項　目 平均 ５ ４ ３ ２ １ 未
１．従業員には，できるだけ細かな指示を行わないこと ₃.2₄ ₁0 ₃₁ 50 ₁₆ 　₄ 　　₈
２．従業員の個性を活かした仕事をさせること ₃.₄0 　₇ ₄₃ 50 　₉ 　2 　　₈
３．少々時間がかかっても，従業員が思うように先ずやらせること ₃.₄0 　₉ ₄5 ₄₁ ₁₃ 　₃ 　　₈
４．従業員との合意を経て，他部門の仕事を任せてみること ₃.00 ₁₁ ₃₁ ₃0 25 ₁₄ 　　₈
５．従業員の夢（志望動機）に従って，仕事を割り振ること 2.₇₉ ₄ 25 ₄0 2₈ ₁₄ 　　₈
６．従業員が希望する講習会や研修会に参加させること ₃.₉5 ₃₃ ₄₇ 25 　₄ 　2 　　₈
７．従業員の意見をできるだけ事業に反映させること ₃.₆0 ₁₆ 50 ₃2 ₁₁ 　2 　　₈
８．従業員の意思を尊重し，仕事をさせること ₃.₇₁ ₁₇ 5₃ ₃5 　₆ 　₁ 　　₇
９．従業員の自主的な行動に対して，高い評価を与えること ₃.5₃ ₁2 ₄₈ ₄₁ 　₇ 　₃ 　　₈
10．結果を重視し，従業員に過度な責任を負わせないこと ₃.₆₇ 2₃ ₄0 ₃₈ 　₈ 　2 　　₈





















項　目 平均 ５ ４ ３ ２ １ 未
１．委託者や寄附者等の財政支援者からの評価が向上すること ₃.₇₇ ₃2 ₄₄ 2₃ ₁0 　5 　　5
２．サービスや施設の利用者（会員）数が増加すること ₃.₉₆ ₃₇ ₄₇ 20 　5 　₄ 　　₆
３．各従業員が，一つの目標に向かって仕事に取り組むこと ₃.₈5 ₃₁ ₄₆ 2₈ 　₄ 　₄ 　　₆
４．仕事を円滑に進めるために，従来の手続きを見直すこと ₃.₈2 2₆ 52 2₇ 　5 　₃ 　　₆
５．従業員への教育（研修）の効果が表れること ₃.₆₉ 2₆ ₄₁ ₃₆ 　5 　5 　　₆
６．過去と比較して，事業数が増加すること ₃.2₆ ₁₇ 2₉ ₄5 ₁₃ ₁0 　　5
７．外部からの苦情が減少すること ₃.₃2 ₁₉ ₃5 ₃₃ ₁₃ ₁2 　　₇
８．時代のニーズに合った事業を展開すること ₃.₈₉ ₃2 52 ₁₉ 　₈ 　₃ 　　5
９．従業員の組織への貢献意欲が高いと感じられること ₃.₇0 2₆ ₃₈ ₃₈ 　₈ 　2 　　₇
10．サービスの質を損なうことなく，経費の縮減を図ること ₃.₈0 ₃₁ ₄₇ 2₁ ₁2 　₃ 　　5
11．組織の方針が，従業員に広く浸透すること ₃.₇₇ ₃₁ ₄2 2₈ 　₇ 　5 　　₆
12．従業員の離職率が低いこと ₃.2₃ 2₃ 2₇ ₃2 ₁₇ ₁5 　　5
13．法律の要件に従い，収支相償を達成すること ₃.₇₁ ₃₁ ₃₇ 2₉ ₁₃ 　₃ 　　₆
14．従業員間のコミュニケーションが十分図られていること ₃.₉0 ₃2 52 2₁ 　5 　₄ 　　5
15．経常収益（売上）が増加すること ₃.₃0 2₁ ₃₈ 2₃ ₁₈ ₁₄ 　　5
16．会計上の（経済的な）利益を獲得すること ₃.₁₁ ₁₉ 2₇ ₃2 20 ₁₆ 　　5
17．問題のあった既存事業を廃止すること 2.₉2 　₉ 2₆ ₄₃ ₁₉ ₁₇ 　　5
18．サービスや施設の利用者（会員）の満足度が向上すること ₄.₁0 ₄₃ ₄₇ ₁₆ 　5 　2 　　₆
19．従業員が，自信を持って仕事をする様子がうかがえること ₃.₈₉ ₃₁ ₄₇ ₃₁ 　2 　₃ 　　5
20．事業で必要な資産を取得（設備投資を含む）すること 2.₈₇ ₁₃ 20 ₃₈ 2₃ ₁₉ 　　₆
21．従業員が，コンプライアンスを徹底すること ₄.0₄ ₃₈ ₄₇ 2₃ 　₄ 　₁ 　　₆
22．マスコミ等に取り上げられ，法人の知名度が向上すること ₃.5₉ 20 5₁ 25 ₁0 　₇ 　　₆
23．労働環境の改善のため，働き方改革の推進を行うこと ₃.50 ₁₉ ₃₉ ₄₁ ₁0 　5 　　5
24．主務官庁（内閣府や県）との関係性が良好になること ₃.₈0 2₇ ₄₈ ₃2 　₃ 　₄ 　　5

























項　目 平均 ５ ４ ３ ２ １ 未
１． 人事管理は規定重視で，個々の従業員の状況にあった配慮がないこと 2.₁₈ 2 　₄ ₃₆ ₄2 ₃0 　　5
２．目標達成に向けた，組織内部からのプレッシャーが強いこと 2.0₇ 0 　₆ 2₇ 5₁ ₃₁ 　　₄
３．（事業目的を達成したような）不要な事業を廃止できないこと 2.2₉ 5 ₁₁ 2₉ ₃₇ ₃₃ 　　₄
４． 特定の従業員の意見のみが尊重され，他の意見が採用されないこと 2.0₃ ₁ 　₆ 2₆ ₄₃ ₃₈ 　　5
５． ほとんどの仕事は，上司からの一方的な指示で行われていること 2.0₉ 2 　5 2₇ ₄₈ ₃₃ 　　₄
６．従業員が相互に声をかけにくい雰囲気があること ₁.₈₄ ₁ 　5 ₁₆ ₄5 ₄₇ 　　5
７．組織の成果が従業員と共有できていないこと 2.0₉ ₁ 　₈ 2₇ ₄2 ₃₆ 　　5
８．従業員の欠乏感が慢性的であること 2.0₉ 2 　₉ 25 ₃₉ ₃₉ 　　5
９．ルール（規則）が重視され，従業員の自由度が少ないこと ₁.₉₆ ₁ 　₃ 22 5₃ ₃5 　　5
10．各従業員の仕事に対する責任感がないこと ₁.₉₆ 0 　₇ 2₁ ₄₆ ₄0 　　5
11．事業に必要な財源を確保できない状況にあること 2.₆₆ ₈ 2₁ ₃2 ₃2 22 　　₄
12．従業員の自己啓発活動を応援する組織体制にないこと 2.₄₈ ₃ ₁₇ ₃₈ ₃0 2₆ 　　5
13．仕事がマンネリ化していること ₃.0₇ ₈ 2₈ 50 22 　₇ 　　₄
14．外部からの事業評価が低下していること 2.₃₆ ₁ 　₇ ₄₆ ₃₉ 22 　　₄
15．主務官庁や受益者など，外部から強い要求があること 2.₄₄ ₃ ₁5 ₃₃ ₄₃ 2₁ 　　₄
16．従業員のコンプライアンス意識が欠如していること 2.00 0 　5 2₇ ₄₄ ₃₇ 　　₆
17．経済的な利益を軽視した運営が行われていること 2.₁₁ ₃ ₁₁ 2₁ ₄₁ ₃₉ 　　₄
18．ほとんどの仕事がマニュアル化されていること 2.₃₃ 2 ₁2 ₃₄ ₄₁ 2₆ 　　₄
19．従業員個人の考えを尊重していないこと ₁.₉5 0 　₄ ₁₉ 5₈ ₃₃ 　　5
20．組織の方針は，トップダウンによって決定すること 2.5₆ 5 ₁₇ ₃₆ ₃₆ 2₁ 　　₄
21．実施している事業に対する社会の認知度が低いこと 2.₆₈ ₄ 22 ₄₁ 2₉ ₁₉ 　　₄
22．与えられた仕事以外，従業員が新たな挑戦に消極的であること 2.₉0 ₇ 25 ₄₃ 2₆ ₁2 　　₆
23．新しい仕事に挑戦する従業員を支持する組織体制にないこと 2.₆₃ ₃ 2₁ ₃5 ₃₉ ₁5 　　₆
24．予算の拘束力が強く，従業員の裁量が働かないこと 2.₄₉ ₄ ₁₃ ₃₄ ₄₇ ₁₆ 　　5
25．サービスや施設の利用者数が減少していること 2.₄₇ ₆ ₁₆ ₃2 ₃₃ 2₈ 　　₄
26．経営トップ層のリーダーシップが不足していること 2.25 ₃ 　₈ ₃₈ 2₉ ₃5 　　₆
27．組織を取り巻く環境の変化が少ないこと 2.₆0 2 ₁₈ ₄0 ₄0 ₁₄ 　　5
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